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急増した米失業保険新規申請件数

2020年3月27日

図2：米国の株価と債券利回り
期間：2020年2月3⽇～2020年3月26⽇、⽇次
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図1：米国の失業保険新規申請件数と失業率
期間：2007年1月～2020年3月、月次
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会）製造業景況感指数（3月）
米雇用統計、ISM非製造業景況
感指数（3月）

ポイント① 雇用情勢が急激に悪化

3月26⽇に米労働省が発表した3月21⽇までの

週の米国の失業保険新規申請件数は、328.3万

件と前週の28.2万件から11倍以上に急増し、史

上最高水準をはるかに上回りました。

失業保険新規申請件数は、失業した人が失業保

険給付を初めて申請した件数を集計したものです。

毎週木曜⽇に発表され、図1に⽰されるように、失

業率に先行して動く傾向があります。その急増は、米

国の雇用情勢の急激な悪化を⽰唆しています。

ポイント② 景気悪化の確認が進む

新型コロナウイルスの感染拡大に対して、トランプ

米大統領は3月13⽇に国家非常事態を宣言し、そ

の前後から各地で人の行動や店舗の営業を制限す

るなどの感染拡大防止措置がとられています。

これまでは、そうした措置の影響が経済指標にはあ

まり現れていませんでした。しかし、今後は月次の雇

用統計など3月の経済指標が発表されることで、景

気悪化の実態の確認が進むと⾒られます。

ポイント③ 経済対策期待に支えられた市場

一方で、米国政府やFRB（米連邦準備制度理

事会）は景気の急激な悪化を⾒越して財政・金融

両面からの大幅な景気刺激策を打ち出しています。

しかし、人々の行動が制限されている間は、これらの

対策があっても景気の悪化は止まらないでしょう。

ただ、金融市場では、感染拡大が止まれば景気刺

激策が効果を現すことを期待する動きが強まっており、

米国の株式市場は反発し、国債市場は落ち着いた

動きを⽰しています。足元の景気と市場の動きに大

きなずれが生じる傾向は、当面続きそうです。

（注） 失業率は2020年2月まで。
失業保険新規申請件数は毎月最終週の値。2020年3月は3月21⽇
までの週の値。

（出所）Bloombergより野村アセットマネジメント作成

（出所）Bloombergより野村アセットマネジメント作成
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1. 費用（手数料等）について
当レターは、直接的な勧誘を⽬的としたものではありません。将来的に運用商品を提供した場合、以下の諸費用
が発生します。以下に記載の手数料は上限額となっております。

 ご購入時手数料
確定拠出型年金（DC）経由でのご購入につきましては、ご購入時手数料およびスイッチング手数料はかかり

ません。

 運用管理費用 （信託報酬）
ファンドの保有期間中に、期間に応じてかかりますが、ファンドによって費用が異なりますので、詳しくは投資信託

説明書（交付⽬論⾒書）の「ファンドの費用・税金」をご覧ください。

 その他の費用・手数料

ファンドの保有期間中に、その都度かかります。

（運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を⽰すことができません。）

・ 組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料

・ 外貨建資産の保管等に要する費用

・ ファンドに関する租税、監査費用 等

 信託財産留保額（ご換金時、スイッチングを含む）

1万口につき基準価額に最大0.2%の率を乗じて得た額

上記の費用の合計額については、投資家の皆様がファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示
することができません。

※ 詳しくは投資信託説明書（交付⽬論⾒書）の「ファンドの費用・税金」をご覧下さい。

2. リスクについて

ファンドは株式、債券、REIT等を投資対象としますので、組入株式の価格の下落、金利変動等による
債券の価格下落、組入REITの価格下落や、組入株式の発行会社、組入債券の発行体および組入
REITの倒産や財務状況の悪化等の影響により、基準価額が下落することがあります。また、ファンドが
外貨建資産に投資する場合には、為替の変動により基準価額が下落することがあります。

したがって、投資家の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失が
生じることがあります。なお、投資信託は預貯金と異なります。

※詳しくは投資信託説明書（交付⽬論⾒書）の「投資リスク」をご覧下さい。
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